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現状と
背景

統計法に基づき国が実施する基幹統計調査の工業統計調査及び学校基
本調査、鳥取県が実施する鳥取県人口移動調査を、鳥取県から委託を受
けて実施しており、調査員報酬ほか必要な事務経費

【工業統計調査】経済産業省　毎年１２月３１日現在の製造業の実態を調
�査、工業施策の基礎資料とする。 【学校基本調査】文部科学省　毎年５月

１日現在で学校の教員数、生徒数等を調査、学校教育行政上の基礎資料
�とする。 【鳥取県人口移動調査】県単独調査　住民の出生、死亡等状況を

毎月把握、県、市等の人口推計の基礎資料とする。

� � �調査開始年 工業統計調査　明治４２年 学校基本調査　昭和２３年 鳥取
県人口移動調査　昭和４３年

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等
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現状と
背景

�統計法に基づき国が実施する国勢調査の調査員ほか必要な事務経費 調
�査期日　平成２２年１０月１日 調査対象　日本国内に居住する人が調査対

象

日本国内に居住するすべての人及び世帯の実態に関する統計を作成する
ことにより、国及び都道府県・市町村における各種行政施策の立案・実施の
ための基礎資料とするもの。

大正９年（１９２０年）の開始以来５年ごとに実施されており、平成２２年国勢
調査はその１９回目に当る。
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現状と
背景

�平成２２年２月に実施した農林業センサスの審査・検討等に係る事務経費
調査期日　平成２２年２月１日

農林業センサスは、わが国の農林業の生産構造、就業構造を明らかにする
とともに、農山村の実態を総合的に把握し、農林行政の企画・立案・推進の
ための基礎資料を作成し、提供するものであり、今年度は、平成２２年２月
に実施した調査の審査・検討等に係る事務経費を計上。

農林業センサスは、５年ごとに実施
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目的
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現状と
背景

�経済センサス活動調査に先立ち、同調査の実施事務の準備を行う。 経済
センサス活動調査実施時期　平成２４年２月予定

平成２１年７月に実施した「経済センサス基礎調査」の結果をもとに、経理項
目の把握に重点を置いた統計調査「経済センサス活動調査」を平成２４年２
月に実施する予定であり、同調査の実施事務の準備を行うもの。

従来の「事業所・企業統計調査」「サービス業基本調査」等を統合し、すべ
ての企業・事業所を対象として、同一時点におけるわが国の産業構造を包
括的に明らかにすることを目的として新たに創設された調査
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